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資料２

建築分科会の運営について

＜平成１３年７月１１日より施行＞１、建築分科会の議事

建築分科会の議事は、プレスを除いて一般には非公開とする。

また、議事録については、内容について委員の確認を得たのち、発

言者氏名を除いて国土交通省大臣官房広報課及びインターネットに

おいて公開することとする。

＜平成１３年１０月１１日より施行＞２、部会の議事

建築分科会に設置する部会は、個別の行政分野について具体的か

つ専門的に調査審議を行うこととなるため、審議を公開することに

より、委員の自由闊達な論議が妨げられるおそれがあり、部会の円

滑な運営が困難となる場合があること、また、部会は分科会の内部

組織であり、分科会としての最終的な意志決定を行うわけではない

ことなどから、部会の議事については、非公開とする。

また、議事録については、議事要旨を国土交通省大臣官房広報課

及びインターネットにおいて公開することとする。

＜平成１３年１０月１１日より施行＞３、分科会報告

部会長は、当該部会に係る審議事項の議事が終了したとき、その

他必要と認めるときは、その審議の経過及び結果について、分科会

に報告しなければならない。

＜平成１３年１０月１１日より施行＞４、委員等以外の者の出席

分科会長は、必要と認めるときは、委員等以外の者を分科会及び

部会に出席させて意見を述べさせ、又は説明させることができるも

のとする。



資料３

部会の設置の趣旨について

近年、建築設備など建築物の各部分や、ジェットコースター等の遊戯施設

等において、転倒、転落、はさまれ、脱落部品による打撃等による死傷事故

が発生している。これらの事故には、不適切な使用により生じたものや構造

上の問題によるもの、劣化によるもの等が考えられるが、高齢化社会の進展

等の影響や、新しい設備、技術の出現など、原因、背景は複合的であり、ま

た今後とも事故の発生が否定できない状況にある。一方、こうした事故は、

重大事故を生じる以前に、軽度の事故を生じているケースがあることが指摘

されている。このため、本部会を設置し、毎年２回程度定期的に開催するこ

とで、その間の事故情報について継続的な分析を行うとともに、必要な対策

を検討し重大事故の発生防止を図ることとする。

なお、部会の設置期間中に建築物等に係る重大事故が発生した場合は、そ

の再発防止対策を検討するため、適宜、部会を臨時開催することとする （別。

添資料）



建築物における事故防止対策の推進建築物における事故防止対策の推進

◇ 建築物に係る事故情報を早期に収集する仕組みの整備、専門家による事故対策委員会（仮称）の設置

◇ 事故情報を踏まえた設計指針、安全基準等の整備及び管理者等に対する注意喚起

現状

＜他の事故の例＞
・ビルの外壁の崩落
・エスカレーターの転
倒・転落事故
・防火シャッターやエレ
ベーターの挟まれ事故
・駐車場からの自動車
の落下事故

事故原因の調査や必要な対策の周知が直ちにできない

建築物に関する重大な事故情報が直ちに収集されない

類似の事故の再発（未然に防げた可能性も）

・重大事故の発生後、早期に事故情報を収集・共有
・消防機関等関係行政機関、設備メーカー、関係団体等と
の間で情報共有体制を構築

事故発生後の迅速な情報収集・対策検討体制の確立

・定期報告制度（建築基準法第12条）等を活用した建築物管

理者からの情報収集
・利用者等から事故情報を収集するシステム・体制の整備 等

事故情報の収集体制

継続的な事故情報の分析・対策

・緊急対策の策定・公表

・再発防止策の公表

自動回転ドアにおける事故

１５．４ 転倒事故

６ 骨折事故

１２ 骨折事故

１６．３．２６ 死亡事故

等

他の施設の回転ドアを含め、
過去10年間に重傷２２件など

事故多数発生

建築物事故対策委
員会(仮称)の設置

必要に応じ、エレ
ベーター、エスカ
レーター、遊戯施設
等の専門家や利用
者等により再発防止
策を検討

・利用者、ビルオーナー等に
対する事故防止の啓発

・安全基準・指針等の見直し
検討

事故防止対策の検討

「国土交通省重点施策」（平成16年7月30日）

別添資料





















建築物等の日常安全性に係る法令上の基準の例について 

 

建築基準法  

 

 

 (1) 階段 

  ○ 建築物の用途等に応じて、けあげの寸法は一定値以下、踏面の寸法は一定

値以上とすること 

  ○ 中学校等の建築物の階段で高さが３ｍを超えるものは、高さ３ｍごとに踊

場を設けること  

  ○ 高さ１ｍ以下のものを除き、階段には手すりを設けること 等 

 (2) 屋上広場等に設ける手すり等 

  ○ 屋上広場又は２階以上の階にあるバルコニー等の周囲には、高さが１．１

ｍ以上の手すり壁等を設けること 

 (3) エレベーター 

  ○ 出入口の床先とかごの床先の水平距離は４ｃｍ以下とすること 

  ○ かご及び昇降路の全ての出入口の戸が閉じていなければ、かごを昇降させ

ることができない装置を設けること 

  ○ 昇降路の出入口の戸は、かごがその戸の位置に停止していない場合におい

ては、外から開くことができない装置を設けること 等 

(4) エスカレーター 

 ○ 通常の使用状態において、人又は物が挟まれ、又は障害物に衝突すること

がないようにすること 

 ○ 踏段の両側に手すりを設け、手すりの上端部が踏段と同一方向に同一速度

で連動するようにすること 

 ○ 踏段の幅は１．１ｍ以下とすること 等 

 (5) 遊戯施設 

  ○ 走行時、回転時等の衝撃が加えられても、客席にいる人を落下させない構

造とすること 等 

 (6) 工事現場の危害の防止 

  ○ 一定の建築物の建築工事を行う場合は、工事期間中、工事現場の周囲にそ

の地盤面からの高さが１．８ｍ以上の仮囲い等を設けること 等 

すべての建築物等に対して義務付けられる最低限度の基準 
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ハートビル法 

 

 

 

 (1) 廊下 

  ○ 表面は、粗面とするか、滑りにくい材料で仕上げること 等 

 (2) 階段 

  ○ 踊場を除いて、手すりを設けること 

  ○ 表面は、粗面とするか、滑りにくい材料で仕上げること 

  ○ 段を容易に識別できるものとすること 

（踏面の端部とその周囲の部分との色の明度の差を大きくする等） 

  ○ つまずきにくい構造とすること（段鼻の突き出しがないこと等） 

  ○ 主たる階段は回り階段でないこと（空間上やむを得ない場合を除く。） 等 

 

 

 

 (1) 廊下 

  ○ 表面は、粗面とするか、滑りにくい材料で仕上げること 

  ○ 不特定多数の者が利用し、又は主に視覚障害者が利用する廊下には突出物

を設けないこと（一定の安全措置を講じた場合を除く。） 等 

 (2) 階段 

  ○ けあげの寸法を１６ｃｍ以下とすること 

  ○ 踏面の寸法を３０ｃｍ以上とすること 

  ○ 踊場を除いて、両側に手すりを設けること 

○ 表面は、粗面とするか、滑りにくい材料で仕上げること 

  ○ 段を容易に識別できるものとすること 

（踏面の端部とその周囲の部分との色の明度の差を大きくする等） 

  ○ つまずきにくい構造とすること（段鼻の突き出しがないこと等） 

  ○ 主たる階段は回り階段でないこと 等 

 

利用円滑化基準（不特定多数の者が利用し、又は主として高齢者、身体障害者等

が利用する建築物の 2,000 ㎡以上の新築、増改築等の際に義務付ける基礎的基準）

利用円滑化誘導基準（多数の者が利用する建築物に対する誘導的基準） 



今後の検討の視点 
 

○ 検討対象とする事故とはどのようなものか。 

 

 建築物、建築設備（敷地や建築基準法で準用される工作物を含む。）の

利用段階において生じた事故で、建築物等の構造に原因があり、再発可

能性があると思われるもの。 

 具体的には、住宅、建築物における転倒、転落、衝突、挟まれ、落下物

の衝撃、危険な部分への接触（鋭利な部分、高温の部分等）等の事故で、

建築物等の構造に起因しているもの 

 部会の検討対象外の事故 

・ 違反建築物、不良施工等による事故 

・ 公園の遊具、家具などの事故 

・ 犯罪、テロ 

 

○ 建築物利用者の特性をどう捉えるか。 

 

 多様な利用者の特性について検討する必要（施設整備における具体的基

準等を検討する際は、一定の利用者を想定せざるを得ないか。）。 

・ 高齢社会の進展の影響 

・ 子供、高齢者、障害者、外国人等 

・ 利用者が混在する施設の検討（例；エスカレーター歩行等） 

 

○  建築行政における事故防止対策のあり方、手法について 

 

 保護すべき目標水準を設定するには、許容される事故、許容されない事

故（負傷の程度、頻度等）の検証とコンセンサスが必要。 

 建築物等の管理のあり方（施設の維持保全管理と、施設・設備の運行管

理など）と施設基準のあり方の整理が必要。 

 整備における規制手法、指針・ガイドラインの提示、設計者や利用者等

への注意喚起、広報などの手法を総合的に実施することで、事故リスク

を低減する必要。 

 

○ 他の分野の事故対策の取り組みはどうなっているか。 

 

○ 国際的な取り組みはどうなっているか。              等 
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国 住 防 第 3 2 7 8 号 

平 成 1７ 年 ３ 月 ３ １ 日 

 

各都道府県建築主管部長   殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

 

建築物等に係る事故防止のための対応及び連携体制の整備について（通知） 

 

 

 昨年３月に発生した六本木ヒルズにおける自動回転ドアの事故を踏まえ、国土交通

省で調査したところ、当該建築物に設置された回転ドアにおいては、事故発生以前に

数十件の事故が発生していたことが判明しています。 

 自動回転ドアについては、国土交通省等において安全指針の作成等を行ってきたと

ころですが、今回の事故等の教訓を踏まえ、地域の日常生活の安全性向上を図るため、

建築物や遊戯施設等における類似事故の発生を抑止する観点から、建築行政を所管す

る特定行政庁と、消防部局等関係行政機関が連携し、地域の建築物等に係る危険情報

の共有化等を図ることが有効かつ必要であります。 

つきましては、下記を参考に事故防止のための対応と消防部局等関係行政機関との

連携体制の整備を図るとともに、管内特定行政庁に対してもこの旨周知をお願いしま

す。 

なお、総務省消防庁から各都道府県消防担当部局あてに、別途通知がなされること

を申し添えます。 

 

記 

 

１．事故情報の把握について 

 特定行政庁は、建築物及び遊戯施設（以下「建築物等」という。）に係る事故に

ついて、建築物の利用者等からの通報、報道情報等の把握に加え、建築基準法第

12 条第 1 項及び第 2 項に基づく定期報告に併せて事故に係る情報を提供するよう

建築物の所有者等に対する指導を行うとともに、消防部局等関係行政機関との連携

体制を活用した情報収集を行うなど、広く情報の把握に努めるようお願いします。

なお、情報の取扱いにあたっては、個人情報について充分に配慮してください。 

２．消防部局等関係行政機関との連携体制の整備 

 (１) 連絡協議会の設置等 

 特定行政庁と消防部局等関係行政機関において、建築物等における事故の危険

性や発生状況等に関する情報を共有するとともに、地域の安全性向上のための施
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策を実施するため、地域の実情を考慮した連絡協議会の設置などの連携体制の整

備に努めるようお願します。 

(２)事故発生時の連絡体制の整備 

連絡協議会の構成員のいずれかが、不特定又は多数の者が利用する建築物等に

おいて発生した次のいずれかに該当する人身事故で社会的影響が大きいと認めら

れるものが発生したことを把握したときには、可能な限り早急に、連絡協議会を

通じて情報の共有化を図るよう努めてください。なお、事故情報連絡表（別紙１）

を添付しますので、参考としてください。 

・エスカレーター、エレベーター、自動扉、防火シャッター、窓、遊戯施設、

遊具等可動物における事故 

・外壁、広告塔その他建築物の屋外に取り付けるものの落下、手すりその他建

築物の部分の脱落による事故 

 (３)情報交換 

連絡協議会においては、建築物等に係る事故防止のための取り組み等や重大な

事故等で人身事故につながる恐れがあることを知り得た場合などの情報交換を行

うことが考えられます。なお、集計表（別紙２）を添付しますので、参考として

ください。 

３．事故情報に対する対応について 

 特定行政庁は、事故情報を把握したときは、必要に応じて次のような対応に努め

るようお願いします。 

(１)事故の発生した建築物等について、建築基準法第１２条第３項に基づく報告徴収

及び同条第４項に基づく立入検査などを実施して事故情報の確認を行い、当該建

築物等の所有者、管理者等に対して当面の再発防止対策を指導してください。な

お、必要に応じて連絡協議会での情報の共有化を図るよう努めてください。 

(２)類似の施設・設備がある建築物等の所有者、管理者に対して注意喚起を行うとと

ともに、必要に応じ、事故防止対策を指導してください。 

(３)特に死者が発生した場合については、「建築物に関する被害、火災、事故に係る

緊急連絡について（平成８年１月２５日建設省住防発第４号）」により、国土交通

省への報告をお願いしているところですが、それ以外の場合においても、都道府

県を通じて国に対し、次の事項が含まれた事故情報の提供を行うようお願いしま

す。この場合、把握している限りの情報提供で差し支えありません。 

   ・建築物等の概要 

   ・事故及び被害者の概要 

   ・建築確認、定期報告等行政手続きの状況 

   ・当該事故に際して特定行政庁でとった措置の概要 

   国においては、いただいた情報を踏まえ、類似の事故防止のため、必要に応じ    

  て、地方公共団体や関係団体等に情報提供を行います。 

    



(４)関連団体等と連携して、建築物等の利用にあたっての注意情報などを利用者等に

対して周知してください。 

 



消 防 救 第 ９ ２ 号

平成１７年３月３１日

殿
各都道府県消防防災主管部長

東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁救急救助課長

建築物等に係る事故情報に関する特定行政庁との連携体制の整備等について

「建築物等に係る事故防止のための対応及び連携体制の整備について」（国住防第3278号）

が別添の通り、国土交通省住宅局建築指導課長から各都道府県建築主管部長あてに発出さ

れました。

消防機関と建築行政を所管する特定行政庁（建築基準法第２条に規定する特定行政庁をい

う。）が建築物等に係る事故情報を共有する体制を整備することは、建築物等に係る事故に起

因する救急搬送事案の発生や再発を未然に防止し、地域の日常生活の安全性の向上に資す

るものであることから、下記事項に留意するとともに、各都道府県におかれては、管内市町村

（消防の事務を処理する一部事務組合及び広域連合を含む。）に対して、周知いただきますよう

お願いします。

記

１．事故情報の特定行政庁への提供について

消防機関は、救急搬送事案のうち、不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施

設（以下「建築物等」という。）におけるエスカレーター、エレベーター等の可動物等において

発生した人身事故で社会的影響が大きいと認められるものに関する情報を当該建築物等の

所在地を管轄とする特定行政庁に提供するよう努めること。（上記国土交通省通知文２を参

照）

２．地方公共団体における連携体制の整備について

消防機関と特定行政庁で建築物等における事故の危険性や発生状況等に関する情報を

共有するとともに、地域の安全性向上のための施策を実施するため、地域の実情を考慮した

連絡協議会の設置等の連携体制の整備に努めること。（上記国土交通省通知文２を参照）

３．その他公共施設に係る事故に関する関係行政機関等との連絡体制の確保について

その他住民の広く利用する施設における事故について、再発の未然防止に資する観点か

ら、地域の実情に応じてこれら施設に係る関係行政機関等との間で協議し、連絡体制を確保

するよう努めること。



建築物等に係る事故情報の収集・公表方法検討委員会（仮称）の設置 

（住宅局委託調査） 

 

建築物等における事故情報あるいはいわゆるヒヤリハット情報等を、インタ

ーネット等を通じ収集、公表することで、建築物等の利用者、所有者、管理者

等に対し注意喚起を促すためのシステムの整備に関する検討を行う。収集され

た情報は再発防止策の検討にも活用する。 

 

 

１．検討スケジュール（平成 17 年度から 18 年度の 2ヵ年） 

・平成 17 年度（第 1回：7月中旬予定） 

・収集情報及び提供方法にかかる検討 

・試験運用システムの開発、試験運用 

・平成 18 年度 

・試験運用の分析、課題の抽出、本格運用に向けた改善検討 

 

２．委員名簿 

委員長 菅原 進一 東京理科大学教授、財団法人日本建築防災協会副理事長 

委 員 清家  剛 東京大学大学院新領域創成科学研究所助教授 

    吉村 英祐 大阪大学大学院工学研究科助教授 

    布田  健 独立行政法人建築研究所建築生産研究グループ主任研究員 

    蓮田  進 東京都都市整備局市街地建築部建築企画課建築係長 

    （金子 英幸 横浜市建築局建築指導部建築指導課防災設備担当係長） 

    宮本 佳典 大阪府建築都市部建築指導室建築企画課企画推進グルー

プ主査・東京消防庁 

    松川 淳子 株式会社生活構造研究所代表取締役会長 

    高木 堯男 財団法人日本建築設備・昇降機センター認定評価部長 

    杉山 義孝 財団法人日本建築防災協会専務理事 

 

事務局 財団法人日本建築防災協会 

資料７－２ 



当面の具体的な事故防止対策の検討事項について 

（案） 

 

１．シャッター、ドア等の安全対策関係 

○防火シャッター等の防火設備については、防火・避難上設置を求め

ているものであるが、降下時における挟まれ事故等が発生しており、

挟まれ防止装置の付帯等の安全対策について検討する。 

○ガイドラインを示した自動回転ドア、その他のドア、シャッター等

における一層の安全対策について検討する。 

 

２．自動車落下事故対策関係 

○ガイドラインを示している自動車落下事故について、一層の安全対

策を検討する。 

 

３．昇降機関係 

○エレベーター 

・保守・点検等の作業担当者が事故に遭遇するケースが複数みられ

ることから、定期調査報告の機会等を通じた注意喚起等の方策に

ついて検討する。 

・扉等への挟まれ、巻き込まれ対策を検証する。 

○エスカレーター 

・可動部と固定部の挟まれ、巻き込まれ等について現行の対策を検

証する。 

・転倒等の事故防止対策について、利用上の注意点等についての広

報、普及方策を検討する。 

・踏段とハンドレールが異なる動きをすることによる転倒事故が複

数生じていること、異なる動きをした場合に自動停止する装置等

の技術的な対応が普及してきていること等を踏まえ、当該装置の

設置の徹底を図る方策について検討する。 

 

 

資料８



４．遊戯施設関係 

○保守・点検等の作業担当者が事故に遭遇するケースが複数みられる

ことから、定期調査報告の機会等を通じた注意喚起等の方策につい

て検討する。 

○乗客が客席から落下等することによる重大事故の発生を踏まえ、落

下等を防止する装置が確実に機能するよう措置するための方策等に

ついて検討する。 

○事故防止のための運行管理のあり方について検討する。 

 

※ 今後の検討事項 

○建築基準法上、明確な位置づけの無い設備や、日常安全上の性能要

求に係る規定の導入について、中期的に検討を行う。 

 






















































































